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○佐久市リモートワーク実践者スタートアップ支援金交付要綱 

令和２年11月１日告示第150号 

佐久市リモートワーク実践者スタートアップ支援金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要網は、本市への移住及び二地域居住を促進し、地域の活性化を図るため、本市

においてリモートワークを実践する者に対し、予算の範囲内で支援金を交付することについ

て、佐久市補助金等交付規則（平成17年佐久市規則第40号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) リモートワーク 企業の被用者又は個人事業主が情報通信技術を利用して事業場、事

務所、営業所等以外の場所（個人事業主の開業場所が本人の住居の場合にあっては、当該

住居を含む。）において勤務等をすることをいう。 

(２) シェアオフィス等 シェアオフィス、サテライトオフィスその他これらに類する施設

をいう。 

(３) 移住 本市に転入し、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定に基づき本市の

住民基本台帳に記録され、かつ、生活の本拠を本市に置くことをいう。 

(４) 二地域居住 本市で住宅の賃借、新築又は購入等をし、当該住宅での居住実態があり、

かつ、住民基本台帳法の規定に基づき本市の住民基本台帳に記録されていないことをいう。 

（交付対象者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

(１) 本市でリモートワークを実践している者 

(２) 令和２年11月１日以降に長野県外から本市に移住した者又は同日以降に長野県外と本

市での二地域居住を始めた者のうち本市での居住実態を証明できるもの 

(３) 市町村民税（特別区民税を含む。以下同じ。）に滞納がない者 

(４) 申請した日から３年を超えて本市に居住しようとする者 

（リモートワーク支度金） 

第４条 交付対象者に対し、リモートワーク支度金として、一律５万円を交付する。 

２ リモートワーク支度金の交付は、同一人に対して１回に限るものとする。 

（新佐久市民応援金及び中学生以下の子の加算） 

第５条 リモートワーク支度金の交付決定を受けた者が本市に移住する場合には、新佐久市民

応援金として、10万円を交付する。この場合において、交付対象者が中学生以下の扶養する

子と同居するときは、当該子１人につき10万円の加算（以下「中学生以下の子の加算」とい

う。）を行うものとする。 

２ 新佐久市民応援金の交付は、同一人に対して１回に限るものとする。 

３ 中学生以下の子の加算は、同一世帯について１回に限るものとする。 

（新幹線乗車券等購入費支援金及びシェアオフィス等利用支援金） 

第６条 リモートワーク支度金の交付決定を受けた者のリモートワークに係る経費について、

次のとおり支援金を交付する。 

支援金の名称 対象経費 対象期間 支援金の額 
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新幹線乗車券

等購入費支援

金 

通勤等のための新幹線の乗車券、回

数乗車券若しくは割引乗車券及び特

急券又は通勤定期券（東日本旅客鉄

道株式会社佐久平駅で購入したもの

に限る。）（以下「新幹線乗車券

等」という。）の購入費（市長が適

当でないと認めるものを除く。）か

らその者の新幹線通勤手当相当額を

控除した額 

リモートワーク

支度金の交付決

定兼確定を受け

た日の属する月

の翌月から36か

月間 

対象経費の２分

の１以内の額

（ そ の 額 に

1,000円未満の

端数があるとき

は、これを切り

捨てた額とし、

１か月当たり２

万5,000円を限

度とする。） 

シェアオフィ

ス等利用支援

金 

市内のシェアオフィス等の利用に係

る経費（市長が適当でないと認める

ものを除き、１か月以上を単位とし

た交付対象者の個人名義の利用契約

に係るものに限る。） 

同上 対象経費の２分

の１以内の額

（ そ の 額 に

1,000円未満の

端数があるとき

は、これを切り

捨てた額とし、

１か月当たり

5,000円を限度

とする。） 

（交付申請及び実績報告） 

第７条 リモートワーク支度金の交付を受けようとする交付対象者は、リモートワーク実践者

スタートアップ支援金申請書兼実績報告書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市

長に申請しなければならない。 

(１) 個人事業主の場合は、リモートワーク申告書兼誓約書（様式第２号）及び確定申告書

等の写し 

(２) 個人事業主であって、リモートワークを実施する場所と本市での住所地とが異なる場

合は、リモートワークを実施する場所を証明する資料 

(３) 移住の場合は、交付を受けようとする交付対象者の本市の住民票 

(４) 二地域居住の場合は、現住所の住民票及び本市での居住実態が分かる書類 

(５) 交付を受けようとする交付対象者の市町村民税の滞納がないことを証明できるもの 

(６) その他市長が特に必要と認める書類 

２ 新佐久市民応援金の交付を受けようとする交付対象者は、リモートワーク実践者スタート

アップ支援金申請書兼実績報告書（様式第１号）に、次に掲げる書類（同時に前項の申請を

する場合にあっては、第２号に掲げる書類）を添えて、市長に申請しなければならない。 

(１) 交付を受けようとする交付対象者の本市の住民票 

(２) 中学生以下の子の加算を受ける場合は、該当する子の住民票 

３ 新幹線乗車券購入費支援金の交付を受けようとする交付対象者は、佐久平駅発着の新幹線

乗車券等を購入した日の属する年度の３月31日（新幹線通勤定期券の購入に係るものにあっ

ては、購入した新幹線通勤定期券の有効期間の満了した日の属する年度の３月31日）までに
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リモートワーク実践者スタートアップ支援金（新幹線乗車券購入費支援金）申請書兼実績報

告書（様式第３号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

(１) 新幹線通勤定期券の場合は、通勤定期券の写し 

(２) 新幹線乗車券等の購入に係る領収書の写し 

(３) 被用者の場合は、勤務先の企業等から支払を受けた通勤手当の額を証明できる書類 

(４) 個人事業主の場合は、新幹線利用明細報告書兼誓約書（様式第４号） 

(５) その他市長が特に必要と認める書類 

４ シェアオフィス等利用支援金の交付を受けようとする交付対象者は、利用契約をした日の

属する年度の３月31日までにリモートワーク実践者スタートアップ支援金（シェアオフィス

等利用支援金）申請書兼実績報告書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請

しなければならない。 

(１) シェアオフィス等利用に係る領収書の写し 

(２) その他市長が特に必要と認める書類 

（交付決定及び額の確定） 

第８条 市長は、前条各項の規定による書類の提出があった場合は、その内容を審査し、適当

と認めるときは、リモートワーク実践者スタートアップ支援金交付決定兼確定通知書（様式

第６号）により、申請者に通知するものとする。 

（支援金の請求） 

第９条 前条の規定による交付決定及び額の確定の通知を受けた者が支援金の交付を請求する

ときは、リモートワーク実践者スタートアップ支援金請求書（様式第７号）により、市長に

請求しなければならない。 

（支援金の返還等） 

第10条 市長は、支援金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、既に交付

された支援金の全部又は一部に相当する額の返還を求めることができる。ただし、やむを得

ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

(１) 移住をした者の場合で、当該支援金の交付を受けた日から３年以内に本市から転出し

たとき。 

(２) 二地域居住をする者の場合で、当該支援金の交付を受けた日から３年以内に本市での

居住実態がなくなったとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が支援金の返還を相当と認めたとき。 

（重複受給の禁止） 

第11条 佐久市移住促進住宅取得費等補助金交付要綱（令和２年佐久市告示第53号）第４条第

２項第１号又は第５項に規定する補助金の交付を受ける者は、中学生以下の子の加算又は新

幹線乗車券等購入費支援金の交付を受けることができない。 

２ 佐久市ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業補助金交付要綱（令和２年佐久市告示第70

号）第４条に規定する移住支援金の交付を受ける者は、この要綱に規定する支援金を受ける

ことができない。 

３ 前２項に掲げるもののほか、この要綱に規定する支援金と趣旨を同じくする国、県又は市

の他の制度の補助金等を受ける者は、この要綱に規定する支援金を受けることができない。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年11月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和５年３月31日限り、その効力を失う。 

３ 次に掲げる支援金については、この要綱の失効後も、なお従前の例による。 

(１) この要綱の失効前に交付決定を受けたリモートワーク支度金及び新佐久市民応援金

（中学生以下の子の加算を含む。） 

(２) この要綱の失効前にリモートワーク支度金の交付決定を受けた者に係る新幹線乗車券

購入費支援金及びシェアオフィス等利用支援金 
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様式第１号（第７条関係） 
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様式第２号（第７条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 
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様式第６号（第８条関係） 
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様式第７号（第９条関係） 

 


